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は　じ　め　に
　長岡京造営・遷都前年の延暦二年（783）六月、次なる太政官符が発布された。
④太政官符
禁一断京職畿内諸国私作伽藍事
右奉勅。定額諸寺。其数有限。私自営作。先既立制。比来所司寛縦曾不糺察。如経年代無
　　V④　　　 V◎　　　V　　　　二一　二一二地不　寺。自今以後。’私立道場。及将田宅園地捨施。井売易与寺。主典以上解一却見任。自
　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　
余不論蔭購決杖八十。官司知而不禁者亦与同罪。
　　5！　　ニ　　　　　ー　　ニ　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　〆
延暦二年六月十日 （『類聚三代格』巻十九禁制事）1）
　これは、新たなる私寺の建立を禁止し、且つ既存寺院への田宅園地の捨施（寄進）・売却をも禁じる
もので、一般に私寺建立禁止令と称され、桓武朝の対仏教政策の基本的方針の一つとして先学の採り
あげる所が多いものである2）。
　筆者は、先に奈良時代の定額寺制度にっいて論じた際、この私寺建立禁止令を以て定額寺制度変質
の画期とした3）。即ち、道鏡政権下の私寺乱造とその無定見な定額寺化の対処策として、定額寺の前
身たる一定額寺化を当て込んだ一私寺の建立を禁止したのが私寺建立禁止令であった。天平勝宝
元年（749）、定額寺に百町の寺院墾田の所有が認められたが、それは定額寺をして、国家的仏教行事
に参加する特定の私寺という本来の性質を希薄化させ、単に檀越たる貴族・豪族の私的土地所有の拠
点であるとの意味合を濃くさせた。その様な定額寺制度の形骸化に対して、私寺建立禁止令は、新た
な私寺の建立と既存寺院の新たな土地所有を禁止した。ここに於て、定額寺の新規指定は制限され、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－175一
定額寺の本来的役割が再確認されたのであった。
　さて、定額寺制度に対し以上の様な意義を有する私寺建立禁止令は、④の事書が「禁一断京職畿内
諸国私作伽藍事」とするごとく、直接的には、定額寺でなく、定額寺の指定を受けない一般私寺を
その対象として発せられた法令である。私寺建立禁止令が禁止しているのは、定額寺の指定（乱造）
ではなく、私寺の建立である。ここで政府が憂慮している第一は、定額寺ではなく、私寺である。そ
こで、本稿では前稿と視点をかえて、私寺建立禁止令を律令政府の対私寺政策の中で考察することを
目的としたい。
1．文言をめぐって
　私寺建立禁止令が、新たな私寺の建立を禁止したものであることは、先学諸説一致する所である。
しかし、同令が延暦二年（783）に発布された意義に関しては、見解が分かれる。即ち、私寺建立の
禁止を、桓武朝の新しい施策とするか、或るいは律令体制成立期以来の施策一が守られていなかっ
た故一の再確認とするか、は解釈が相違する所なのである。この相違は、私寺建立禁止令の＠「先
既立制」の「制」を何に求めるかという命題に起因する。そこで、先ず私寺建立禁止令の文言につ
いて検討を加えることとする。
　先ず、関連史料を掲げる。
⑧『続日本紀』延暦二年六月乙卯〔十日〕条4）
　勅日。京畿定額諸寺。其数有限。私自営作。先既立制。比来所司寛縦。曾不糺察。如経年代。
　　　　　　　　　　　　　γ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匹！　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　ニ　　　　　ー
　無地不寺。宜厳加禁断。自今以後。私立道場。及将田宅園地捨施。井売易与寺。主典
　　ニ　　　　　V　　　　　　　ヨ　　　　　ニ　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　レノ
　已上解一却見任。自余不論蔭贈。決杖八十。官司知而不禁者。亦与同罪。
　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　　　　V　　　ニ　　　　　－　　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　v
◎『弘仁格抄』上（格巻四）5）
　禁一断京職畿内七道諸国私作伽藍事
　　　　　　　　　　　　　延暦二年六月十日
⑪r類聚三代格』（巻十九禁制事）6）
　太政官符
　　禁凡下百姓将田宅園地売買与寺事
　　　下　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　　う
　右案田令云。凡官人百姓並不得将田宅園地捨施及売易与寺。又天平十八年五月九日符侮。諸
　　　ニ　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　下　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　う
　寺競一買百姓墾田園地永為寺地。宜加禁断不得為然。如有違犯者売買人並依法科罪。
　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　ニ　　　　　　　　う　　ゾ　　レ　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　レク
　又延暦二年六月十日符像。自今以後。私立道場及将田宅園地捨施井売易寺。主典已上解一却見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ
　任。自余不論蔭贈決杖八十。官司知而不禁者亦与同罪者。被右大臣宣像。奉勅。如
　　－　　　　　　　　　ノ　　ニ　　　　　－　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レt　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　－　　　　　　　　レ
　聞。或寺詐一附他名実入寺実。如此之類往々而在。前後錐禁違犯猶多。此而不粛豊日皇憲。
　　　　　　ニ　　　　　　　ー　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　ニ　　　　　ー
　宜其承前施捨売易田宅園地。子細勘録附使申上。自今以後。復有此類。威皆没官以懲将来。
　　下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　上　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー
　　延暦十四年四月廿七日
㊥「僧尼令」非寺院条（養老令）7）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　176　一
　凡僧尼。非在寺院。別立道場。聚衆教化。井妄説罪福。友殴撃長宿者。皆還俗。国郡官
　　　　　　t〆　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　ニ　　　　　　　　ー
　司。知而不禁止者。依律科罪。其有乞食者。三綱連署。経国郡司。勘知精進練行。判許。
　　　　　　ニ　　　　　　ー　　　　　　　　　t〆　　　　　　5！　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　ー
　京内｛乃経玄蕃知。並須午以前。捧鉢告乞。不得因此更乞余物。
　　　　　ニ　　　　　　－　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　－　　　　　　V　　　ヨ　　　V　　　　　　　　　ニ　　　　　　－
⑪「僧尼令」不得私畜条（養老令）8）
　凡僧尼。不得私畜園宅財物。及興販出息。
　　　　　　レ！　　下　　　　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　上
⑥「田令」官人百姓条（養老令）9）
　凡官人百姓。並不得将田宅園地。捨施及売易与寺。
　　　　　　　　　レ　　　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　う
⑪『続日本紀』天平十八年三月戊辰〔十六日〕条10）
　太政官処分。凡寺家買地。律令所禁。此年之間占買繁多。於理商量。深乖憲法。宜令京及畿
　　　　　　　　　　　v　　　　　　　　　　　v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　三
　内厳加禁制。
①r続日本紀』天平十八年五月庚申〔九日〕条11）
　禁諸寺競一買百姓墾田及園地永為寺地。
　　下　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　中　　　　　上
　さて、先ず確認しなけれぽならないのは、私寺建立禁止令の対象地域である。即ち、同令を伝える
④・⑬・◎の内、④は「京職畿内諸国」とし、⑬には「京畿定額諸寺……」とあるが、◎は「京職畿
内七道諸国」とする。④・⑬より、当時の定額寺を畿内に限るとする説があり12）、また、私寺建立禁
止令の対象地域を畿内とする理解が広く行なわれている13）。
　しかし、定額寺が既に畿外にも存在したことは、天平勝宝元年九月廿九日「大宰府牒案」14）に西海
道に定額寺の所在が知れることや、r続日本紀』延暦四年五月廿五日条に閻巷に出入する僧尼を以後
「損出外国。安一置定額寺。」とあることより明らかなことである。④・⑧・◎のごとき相違が起
こる例は他にもあり15）、それらは、太政官符の作成過程による相違、各々の史料が依拠した原典によ
る相違、或るいは伝写間の誤脱・誤写、さらには意図的な削除・省略などが考えられる16）。従って、
延暦二年（783）当時に定額寺の畿内性が抽出出来ない以上、④・⑧が畿内を対象とする点のみに固執
する必要性はなく、◎のごとく全国対象なものとして私寺建立禁止令を把えるべきが妥当と言える17）。
　以上のごとく理解した上で、問題となるのは、④「定額諸寺。其幾有限。」と続く㊥「私自営作。
先既立制。」の関係である。一般的には、④と◎は対置され、「定額寺には指定の制限がある。（一方、
定額寺でない）私寺の営作に関しては先既に制を立ててある。」とのごとく解釈される。一方他案と
して、「定額寺には指定の制限がある。（その）定額寺の営作に関しては先既に制を立ててある。」と
する解釈がある。後者に立脚すると、④と㊥及び「比来所司寛縦曾不糺察。如経年代無地不寺。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　ー　　　　　　　　二　　　　　　　　二　　　　　　V
を付帯状況として「定額寺はその数限ありとして濫立を禁じ」たのが私寺建立禁止令であるとの見
解18）に到達する。
　私寺建立禁止令以後の定額寺がその指定に制約を受ける様になったのは確かであるが、それは、定
額寺に成り得る私寺自体がその建立を禁立されたことから来る結果であって、同令の直接的目的では
ない。私寺建立禁止令の第一義は、定額寺の指定を禁止するのではなく、私寺を建立することの禁止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一177一
である。私寺建立禁止令がその対象を定額寺に置いていないことは、同令及び同令を受ける⑪がr類
聚三代格』に於いて定額寺事でなく禁制事に所収されることからも明らかな所と言えよう。従って、
④と＠とは、あくまでも対置されるべきものなのである。
　さて、以上をふまえた上で、「先既立制」の「制」が具体的に何を指すか考えてみたい。この点に
関しては、大別して次の諸説がある19）。
㊨定額寺制度
◎天平十八年禁制（⑪及び①）
⑤僧尼令非寺院条（⑤）
㊧僧尼令非寺院条（⑤）及び田令官人百姓条（⑥）
．惑》田令官人百姓条（⑥）
㊧「私道場」建立に関する禁制
　順に考察してみよう。
　㊨説。この説は、⑦が定額寺に触れることから、㊥も定額寺に関することと了解して、定額寺制度
の定義や創始を考察するもので、私寺建立禁止令の本旨にふれるものは少ない。この説が成立しない
のは、既に述べたごとくである20）。
　⑭説。この説は、⑪が私寺建立禁止令を引く前段に①を引くこと、①と同年に⑭があることから導
かれるものである。しかし、この説に立つと、㊥の「営作」が建立でなく、（寺領の）耕作の意味と
なり、さらに「如経∫代一無些不藷」の「地」も寺領の意味となる21）。④を見るに、「私自営作」
は、「私作E伽藍＿」及び「私立三道場」」と同義と考えられるので、「営作」は耕作でなく建立の意味と
解釈出来る。また、天平十八年（746）の禁制は、天平十五年（743）発布の墾田永年私財法が墾田の永
年売買性を認めた結果、田令官人百姓条に反する寺院への私的な田宅園地の捨施・売却が非合法に盛
行したのを禁じたものであって、私寺の建立を禁じたものではない。よって、私寺建立禁止令が天平
十八年禁制の再確認の意図をも持つことは後述のごとく事実と言えども、それが同令の第一義でない
以上、同令が依拠する「先既立制」の「制」が、単に官人百姓条を撤定させたものに過ぎない天平十
　　　　　　　　　　　　　　γ
八年禁制であったとは、考え難い。以上の二点より、この◎説もこのままでは成立しない。
　⑤～＠説。これらは、私寺建立禁止令の文言である「私立道場。及将田宅園地捨施。井売易与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V
寺。」が僧尼令非寺院条及び田令官人百姓条の文言より成ること。両条の内容が私寺建立禁止令と同
じと解釈することから導かれる説である。しかし、私寺建立禁止令が非寺院条及び官人百姓条と関連
するものであることは後述のごとくであるが、「制」が直接両条を指すとは考え難い。即ち、一般的
に、制が具体的な法令を指す場合、その法令は律令法でなく格式である22）。律令法に依拠する場合
は、⑭のごとく「律令所禁」や「依律令」「准律令」とするのが通例であり、当面の問題に関して
　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　－　　　　　　　ニ　　　　－
も、r日本三代実録』貞観五年九月六日己未条に
一178　一
①夫僧買俗家者。律令之所制。私立道場者。格式之所禁也23）。
　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　γ　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　レ
とあり、僧尼が俗家を買うことは律令法（㊦）に依り禁じられているのに対し、「私立道場」は律令
法ではなく格式（即ち、私寺建立禁止令）で禁じられたものなのである。従って、私寺建立禁止令が
受ける「制」とは、律令法である所の非寺院条ないし官人百姓条では有り得ず、③～㊧説いずれも成
立しない。
　㊧説。この説は、私寺建立禁止令以前に大寺・国分二寺を除く不特定な公認諸寺（官の寺籍簿に載
る寺院）が定額寺であるとする理解より、同令を公認されない「私道場」の建立を禁じたものと解釈
し、同令と同主旨の先行法令を「制」に充てようとするものである。しかし、定額寺とは私寺建立禁
止令の前後を問わず官寺化された有力私寺のことであるので、この説の定額寺の定義が失当であると
同時に、同令の解釈にも修正が必要となる24）。即ち、私寺建立禁止令が禁じるのは、建立されても公
認されないであろう寺院（非公認寺院）の建立だけでなく、むしろ建立されれぽ、定額寺になるなら
ないは別として、公認されるであろう寺院（公認寺院）の建立にその対象があるのである。
　以上、先学諸説がいずれも（そのままでは）成立しないことが明らかになった。では、㊥の「制」
は、⑧～㊧説以外にどの様に理解すぺきであろうか。
　私見としては、次の様に考えている。即ち、私寺建立禁止令の第一義が、④の事書のごとく、私寺
の建立を禁止することである以上、同令が受ける所の「所司」が「寛縦」にして「糺察」を加えない
「制」とは、延暦二年（783）以前の私寺建立に関する法令でなくてはならない。当時の私寺には、
官寺化された定額寺の他に、公認された一般私寺と非公認な私寺　（非寺院条の道場、『日本霊異記』
の堂・山寺、創建当初の行基建立院等）25）とがあったが、「制」はそれら一般私寺及び非公認私寺の建
立に関する法令と考えられるのである一従って、私見は㊧説に近いものとなるが、㊧説との相違は次
の図のごとくである一。
定韻寺（公認寺院）
｝麟寺
一　179　一
　以上のような観点で想起されるのは、次の史料である。
　『続日本紀』霊亀二年五月庚寅〔十五日〕条26）
⑳詔日。崇一錺法蔵。粛敬為本。営一修仏廟。清浄為先。今聞。諸国寺家。多不如法。或草堂始
　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しノ　　V
　關。争求額題。憧幡僅施。即訴田畝。或房舎不修。馬牛群聚。門庭荒廃。荊棘弥生。遂使無
　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　上尊像永蒙塵稼。甚深法蔵不免風雨。多歴年代。絶無播成。於事勘量。永乖崇敬。
　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　う　　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　
　今故供一兼数寺。合成一区。庶幾。同力共造。更興頽法。諸国司等。宜明告国師衆僧及檀
　　　　ニ　　　　　　　　d　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ
　越等。条一録部内寺家可合。井財物。附使奏聞。
　　　ニ　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　－　　　　　レ　　　　　　　　ヒ
⑰又聞。諸国寺家。堂塔錐成。僧尼莫住。礼仏無聞。檀越子孫。惣一摂田畝。専養妻子不供衆
　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　－　　　ン　　　ニ
　僧。因作課訟。誼一擾国郡。自今以後。厳加禁断。其所有財物田園。並須国師衆僧及国司
　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ
　檀越等相対検校。分明案記。充用之日。共判出付。不得依旧檀越等専制。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　レ　　下　　γ　　　　　　　　　　　　　上
⑱r続日本紀』養老五年五月辛亥〔五日〕条27）
　令七道按察使及大宰府。巡一省諸寺。随便併合。
　　T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　ロ　　　　　レ，　　　　　　2
⑲r貞観交代式』所載嘉祥二年閏十二月五日太政官符所収天平六年十月十四日太政官符28）
　諸寺仏像経巻安一置稼所。露一当風雨。理不可然。宜取集安一置浄寺一処。以令施香礼拝供
　　　　　　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　　ニ　　　　　　　　－　　　　　　　　　レ’　　V　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　
　養。若檀越等請置浄所供養者許之。
　　ユち　　　　　　　　　　　　　T　　ニ　　　　　－　　　　　k　　　　　レノ
⑥『続日本紀』天平七年六月六日己丑〔五日〕条29）
　勅日。先令井寺者。自今以後。更不須井。宜令寺々務加修造。若有僻怠不　肯造成者。
　　　　　　　レ　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　　　　　レ　　　　　　　　　レ　　ヨ　　　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　か　　ヨ　　　　　－
　准前井之。其既井造詑。不煩分折。
　　5！　　　　レノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ　　ニ　　　　　ー
　この内、⑭は、私寺の乱立とその荒廃に対して、その併合を命じたもので、一般に私寺併合令と称
されているものである。当時の私寺は、『家伝』がその「寺内荒涼。堂宇頽落。房廊空静」なのは、
寺檀越等統一領寺家財物田園。不令僧尼勾当。不得自由。所一以有此損壊30）。
　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　　　　　　匹〆　　二　　　　　　　　　　　　　　　　　〆　　　二　　　　　　　　　　　　三　　　　　ニ　　　　　　　　ー
と語り、他方、『続日本紀』が⑮の後段に藤原武智麻呂の言として
部内〔近江国〕諸寺。多割翠区．ρ元γ不茸修∫虚上名籍。観タ如井。更無畢量　。所声
田園。自欲専利。若不匡正。恐致滅法。……非独近江。余国亦余31）。
　　　　　γ　　V　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　ニ　　　　　ー
とするごとく、檀越の私的経済活動の拠点となっていた。その非合法な私的土地所有を否定し、私寺
の建立を抑制することを目的としたのが霊亀二年（716）、私寺併合令であった32）。
　この私寺併合令は、養老五年（721）の督促（⑭）を経て、天平六年（734）の緩和（⑱）の後、翌
天平七年（735）に条件付きで停止される（⑥）。即ち、⑳以後、私寺は、私寺併合令と同時に発せら
れた資財帳提出の制（⑪）を順守し、「仏像経巻」を「浄所」に「安置」し「施香礼拝供養」し（⑲）、
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且つ「修造」を加えるに「塀怠」なき（⑥）を条件に、その建立と単立が認められたのであった。
　ならぽ、これら私寺建立に関する一連の法令一特には最終的な⑥一こそが、私寺建立禁止令が
「先既立制」として受ける所の「制」なのではあるまいか。
　　　　レ
　即ち、天平七年（735）以後、私寺建立は認められるものの条件が付いていたのである。ところが、
「若有僻怠不肯造成者。准前井之。」　という暖昧な条件違犯の処罰規定は、私寺建立の主体が
　　　　　　　　　う　　ニ　　　　　－　　　　　　　レノ　　　　　ソ
貴族であり、或るいは在地に勢力を持つ豪族であることからして、畢寛「所司寛縦曾不糺察」、「官
司知而不禁」という事態を引き越こす。特に、天平十五年（743）の墾田永年私財法が、公地公民制
　　　　vに反する私的な土地所有を是認し田地の永年売買を許容したことは、寺院をして、田令官人百姓条
（◎）や僧尼令不得私畜条（㊦）に反する非合法な土地集積を促す結果を持たらした。この不法に対
する禁制が天平十八年禁制（⑪・①）であるが、その効果も大なるものではなかった。まして、天平
勝宝元年（749）に定額寺を含む官寺に寺院墾田の所有を認めたことは33）、官人百姓条を形骸化させ、
勢い私寺の不法な土地集積をも助長させることとなった。ここに至っての私寺は、百町の寺院墾田の
所有が認められた定額寺に仮託する型で、その檀越の私的土地所有の拠点に他ならないものであっ
た34）。さらに、道鏡政権の仏教優遇政策は、私寺の定額寺指定を乱発させると共に、その前身となる
私寺の乱立とその非合法な土地集積を盛行させたのである35）。この様な状況下では、先述した様な私
寺建立の条件は守られるべくもなかったのである。
　こうして、延暦初期の私寺は、宅地を質に銭財を出挙したり36）、山川藪沢を不法に占有したりし
て37）、檀越の私的経済活動のセンターと化していたのであった。この事態に対し桓武朝が、長岡京遷
都を機とすべく採った処策が、定額寺の指定には制限があることを明らかにする一方で、私寺の新規
建立と既存私寺の土地集積を禁じた私寺建立禁止令であったのである38）。
　さて、私寺併合令から私寺建立禁止令への推移を以上のごとく理解するなら、④は、次のごとく解
釈されるぺきである。
④’太政官符
　　京職畿内〔七道〕諸国の私的な伽藍（私寺）を作ることを禁じる事
右、〔R魏るに淀額寺には、そのi旨定に制限がある．〔一方〕私寺の酢（融）には、以前に
制度（◎）を立てた。〔しかし〕この頃所司が寛縦して、〔私寺の建立に対し〕糺察しない。〔この
まま〕若し年数が経れぽ、寺でない地はなくなってしまう。〔そこで〕今より以後は、私に道場（私
寺）を建立することと、〔既存の〕寺39）に田地・宅地・園地を〔私的に〕捨施したり売易（売却）
することを〔禁じ〕、行なった者には、〔その者が〕主典以上であれぽ現任を解き、それ以外の者な
らぽ蔭贈を考慮せず杖八十の処罰を行なえ。〔また〕官司が、〔この不法行為を〕知りながら禁じな
かった場合も〔違犯者と〕同罪としろ。
　延暦二年六月十日
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2．私寺建立禁止令の評価
　私寺建立禁止令に関しては、◎～⑬説のごとく、僧尼令非寺院条（③）及び田令官人百姓条（⑥）
との関連が指摘されている。これらの説が、私寺建立禁止令の受けた所の「先既立制」の「制」を
律令法自体である両条に求める点が失当であることは、前節で述ぺたごとくである。
　しかし、それであっても、私寺建立禁止令の施行内容が、非寺院条及び官人百姓条と関連を持つこ
とは、同令の文言や、同令の再令とも言える⑪の文言を見れぽ明らかなことと言える。即ち、私寺建
立禁止令は、私寺の併合に関する一連の法令（⑭～⑥）を先「制」として受けて発布されたものの、
その施行内容には非寺院条及び官人百姓条の内容と関連するものがあったのである。
　この意味に於いて、◎～㊥説が主張する所の私寺建立禁止令と非寺院条・官人百姓条との関係、及
び、それに基づく同令の評価が、論として再度成立する。以下、再度⑤～⑬説にふれてみたい。
　先ず、辻善之助氏に代表される⑤説に於いては、私寺建立禁止令は非寺院条の確認ないしは励行と
して評価される。
　他法、②説の井上光貞氏は、官人百姓条により
既存、及び将来の勅施入を除いて、官人・百姓はあらたに寺を営むことができなくた。そのこと
は、延暦二（七八三）年の（2）（田令官人百姓条一筆者）の厳行を命じた勅について、政治要略
（五十六、定額寺事）（⑫一筆者）にひく私記が、この勅は京畿諸国に私に伽藍を造る事を禁断したものであり、
「然らぽ則ち私に寺有るべからず」と解していることによっても知られるのである。朝廷は国営
の大寺院を次々と造立する一方、既成の私立寺院を有食封寺・定額寺として官寺化してきたが、
ここに、私寺の存在そのものを否認したのである。勿論これは、法の建前上のことではあるけれ
ども、官寺化政策はここに極わまったというべきである40）。
とする。井上氏が、官人百姓条に私寺建立禁止の法意ありとし、私寺建立禁止令を同条の「厳行を命
じた」ものとする点は、辻説と異なるものであるが、その一方で、
桓武朝は早くも延暦二（七八三）年に私寺の禁（讐昊書姓条）を改めて通告し…、私寺の禁令を強化…41）。
ともするので、官人百姓条に着目するも、私寺建立禁止令を僧尼令即ち非寺院条を「改めて通告」し
「私寺の禁令を強化」とする事に於いては、辻説と同じとなる。
従って、両氏の私寺建立禁止令の評価は、結局の所、中川修氏が
辻、井上氏の私寺建立禁止令への評価は律令国家の宗教政策の再確認（辻氏）、および完成（井
上氏）という具合に徴妙な相違を見せるが、結局このことを律令国家の宗教政策に関してみる限
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り、延暦二年（私寺建立禁止令）段階に至ってもその宗教政策は転換を遂げていない、とする共
通した見解に立っていたのである42）。
と評価するごとく、同令が律令体制成立期以来の姿勢の延長上にあるという点で一致することとな
る。これは、家永三郎氏が、私寺建立禁止令を以て、
聖徳太子以来継続せる仏教興隆の打ち切りの正式宣言43）
とするのと正反対な理解と言えよう。
　さて、中川氏は、上記三氏の見解を整理した上で、私寺建立禁止令と非寺院条、官人百姓条の関
係、及び、同令の評価に関して新たな解釈をする。その要旨は次のごとくである44）。
（→僧尼令非寺院条は、俗人には適用されない。従って、私寺建立禁止令は、同条をそのまま受ける
　ものではない。……辻説否定。
⇔私寺建立禁止令は、田令官人百姓条を受けるものである。……㊥説。
⇔当初の官人百姓条に私寺建立禁止の法意はない。……井上説否定。
⑳従って、私寺建立禁止の方針は、律令体制当初からの姿勢ではなく、私寺建立禁止令は、律令政
　府の「造寺政策の転換」を意味する。……家永説支持。
㊨私寺建立禁止令によって「僧尼以外これまで適用されることのなかった私寺の建立禁止規定（非
　寺院条一筆老）が僧尼に限ることなく適用されるようになった。」。
㈹「田令に私寺の建立禁止規定が含まれるという解釈が成立してくるのは、延暦二年の私寺建立禁
　止令以後である」。
㊨私寺建立禁止令発布の要因は、「班田農民の階層分解の過程に現出してくる有力農民」である建
　立者が、「国家の支配から自立を遂げるとき、村落共同体は栓楷となり、自立を保証する思想一
　宗教的基盤iを私寺建立に求めた」ことを否定すること、彼らが私寺を中心に「国家の経済的収奪
　体系から自立し」寺院墾田等の独自な経済を持つことを否定することである。
　以上の見解は、従来指摘されていた私寺建立禁止令と非寺院条の関連を、同令以後のものと限定す
る（（→・㈲）点で斬新的なものと言えるが、既に、吉田一彦氏の反論がある。
　即ち、吉田氏は、中川説の㈲を「苦肉の解釈」として退けるが、その理由は、僧尼令の効力を懐疑
する立場から「大宝令施行後に、直ちに僧尼令全部が実施されたわけではない。」とし、その一例と
して私寺建立禁止令を
私道場を禁じることについてはすでに僧尼令（非寺院条一筆者）にその規定が見える。しかしこ
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れは実行されずに今日に及んだ、しかしやはり自今以後は禁じることにする45）
と解釈することによる。よって、吉田氏の見解は、辻・井上両説を否定する中川説を批判しつつも、
辻・井上両説への回帰ではない。つまり、辻・井上両説が、私寺建立禁止令を、非寺院条が順守され
ないが為の同条の再令として把えるのに対して、吉田説では、非寺院条自体が執行されていないのを
延暦二年（783）に至って私寺建令禁止令で初めて執行したこととなる。しかし、この吉田説は、私
寺建立禁止令を僧尼令とのみの関係で考察するものであり、私寺の建立者に俗人がいる点に注意が払
われていない。後述のごとく、私寺建立禁止令の対象は僧尼ならぬ俗人であるから、氏の同令に対す
る評価は成立しないと言わねぽならず、従って、中川説の否定とはならない。
　さて、以上述べてきたごとく、私寺建立禁止令の評価には、律令政府の対私寺政策の中で、従来の
方針の強化的継承か、或るいはその百八十度的転換か、という二つの正反対の評価が今日ある。この
両者の相違の第一は、律令法、具体的には僧尼令非寺院条ないし田令官人百姓条に私寺建立を禁じる
法意があったか否かという事に帰結しよう。前者に依れば、両条に私寺建立禁止の法意があるという
ことになるが、果してその理解は正しいものなのであろうか。
　今、非寺院条を見るに、そこには確かに僧尼の「道場」の建立が禁じられている。僧尼は、『日本
書紀』天武天皇八年十月是月条に
　　勅日。凡諸僧尼常住寺内。以護三宝46）。
とあるごとく、寺院の巡回は可能なれど、寺院に居住することが義務付けられていた。従って、僧尼
が寺院とは別に「道場」を立てることは、その「道場」が公認寺院とならない限り、禁じられたので
ある。非寺院条は、このことを条文化したものである。よって、その禁断の対象は、あくまでも僧尼
に限り俗人をも含むものではない。即ち、非寺院条には、僧尼をならぬ俗人の私寺建立を禁止する法
意はないのである。この点、私寺建立禁止令に言及するなら、同令の対象は、俗人それも「主典以
上」と蔭照権のある者であって47）、僧尼ではない。従って、私寺建立禁止令は、非寺院条をそのまま
受けるものではなく（中川説（一））、同令の「私立道場」の文言は、単に対象は違うものの同様の内容
を持つ非寺院条の文言を借りたのに過ぎないと考えられる。非寺院条と私寺建立禁止令は、r政事要
略』巻五六交替雑事（定額寺）が、
⑫令云。僧尼非在寺院。別立道場禁制。建暦二年六月十日格。禁断京職畿内諸国私作伽藍
　　　　　　　レ　　ニ　　　　　－　　　　　　　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ
　事。然則私不可有寺48）
　　上　　　　　　　　　　　　v　　　レ〆
とするごとく、関連したものとして施行されるが、本質的には性格を異とするものと言えるのであ
る49）。
　では、一方の官人百姓条は、果して私寺建立禁止の法意があるのであろうか。筆者は、この点に於
いても否定的に成らざるを得ない。私寺建立禁止令が同条を受けるものであることは、⑪が明確とす
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る所である。前節では、西口順子・宇佐美正利両氏の⑯説を否定したが、天平十八年禁制と私寺建立
禁止令の関係は、㊥の「制」を仲介としないで成立するのであり、その意味に於いて両氏の見解は正
当性があると言える。即ち、官人百姓条→天平十八年禁制→私寺建立禁止令→⑪という展開には、官
人百姓の寺院への田宅園地の捨施（寄進）・売却を禁じるという共通の法意が存在するのである。し
かし、この法意が即座に「官人・百姓はあらたに寺を営むことができなくなった。」（井上氏）という
意味を持つとは考えられない。官人百姓条に私寺建立禁止の法意あり・とする井上説は、私寺建立禁止
令が同条を引くこと及び『政事要略』の記事（⑨）より逆説的に導かれたものである。しかし、私寺建
立禁止令の文言を見るに、同令で私寺の建立を禁止する旨の文言は、「私立道場」であり、官人百
姓条ではない。官人百姓条は、ここでも、寺院に対する官人百姓の田宅園地の捨施・売却を禁じてい
るだけである。また、『政事要略』の記事（⑨）を見ても、そこから官人百姓条が私寺建立禁止の法
意を持つとは抽出出来るものではない。官人百姓条が私寺建立禁止に作用するのは、あくまでも、，同
条が、私寺の建立の禁止を第一義とする私寺建立禁止令に既存寺院の新たな土地集積を禁じる第二義
的目的で引用されて以降（中川説因）、特にはその第二義的目的を第一義の型として発令された⑪以
降のことと考えられる。従って、井上氏の理解には、時代的な錯誤があると言わねぽならない。当初
の官人百姓条は、寺院の勅施入以外の田宅園地の集積を禁じることのみを目的としたものである。そ
れは、不得私畜条（⑲）と関連して、寺院・僧尼の私的経済活動、及び、民間との経済交流を禁じた
ものであっても、私寺の建立行為を禁じたものではなかったのである。
　以上より、俗人の私寺建立に関しては、非寺院条は勿論のこと、官人百姓条にもその法意がなかっ
たことがわかった。従って、両条の法意から、私寺建立禁止令を評価することは出来ないと言える。
では、両条以外を見るに、律令政府は、私寺建立禁止令以前に於いて、どの様な対私寺政策を持って
いたのであろうか。この点に関して、関連史料を掲げるならぽ、以下のものがある。
⑥r日本書紀』天武天皇四年二月己丑〔十五日〕条50）
　詔日。甲子年諸氏被給部曲者。自今以後除之。又親王。諸王及諸臣井諸寺等所賜山沢嶋浦。林
　　　　　　　　　v　　　　　　　　　　　　　　v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レノ
　野阪池。前後並除焉。
⑪r日本書紀』天武天皇八年四月己卯〔五日〕条51）
　詔日。商一量諸有食封寺所由。而可加加之。可除除之。是日。定諸寺名也。　　　　　下ニー上レ　レ　　ー二⑧r日本書紀』天武天皇九年四月是月条52）。
　勅。凡諸寺者。自今以後。除為国大寺二三以外。官司莫治。唯有食封者。先後限計年。
　　　　　　　　　v　 下ニ　ー上　　〆　一一　 ニー　若数年満fH．則除之。
　　　t〆　　　　　レノ
①r日本書紀』天武天皇十四年三月壬申〔昔七日〕条53）
　詔。諸国毎家作仏舎。乃置仏像。及経。以礼捨供養。
　　　　　　V　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　ー
⑩『日本書紀』持統天皇五年二月壬寅朔条54）
　　　　　　　　　　　　　〔天武〕　天皇詔公卿等日。卿等於天皇世。作仏殿。経蔵。行月六斎。天皇時々遣大舎人間訊。朕
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　世亦如之。故当勤心奉仏法也。
　　　　V　　　　　　　　　ヨ　　　　　　　ニ　　　　　ー
⑰『扶桑略記』持統天皇六年九月条55）
　有勅。令計天下諸寺。凡五百四十五寺。寺別施入燈分稲一千束。
　　匹〆　　　　　　　P〆　　ニ　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　　　　　　　　　　　　　　　一
⑧『続日本紀』慶雲二年十二月己卯〔九日〕条56）
　都下諸寺権施食封各有差。
　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　v
⑳r続日本紀』和銅六年十月戊戌〔八日〕条57）
　制。諸寺多占田野。其数無限、宜自今以後。数過格者。皆還一収之。
　　　　　　　ニ　ー　　7　 下レ　　　 7　　　中　上前出私寺併合令（⑭）以下①・⑭・⑪・⑥
前出天平十八年禁制（⑪・①）
⑭r類聚三代格』（巻三定額寺事）58）
　乾政官符
　　修一治諸寺破壊事
　右山階寺玄基法師奏状伽。厳浄国家無過伽藍。揆一却災難。量若仏威。今見国土諸寺∫
　　　　　　　　　　　　　　　＝L　　　　一　　　レ！　　＝」　　　　　一　　　　　　ニ　　　　　　　　ー　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　　　　二
　往々頽落曾図修治者。伏請。仰国司檀越等毎年漸治者。奉勅。依奏。
　　　　　　　二　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　　　　　　　5〆　　　　　　　V
　　　天平宝字三年六月廿二日
　以上を見るに、律令政府の対私寺政策は、私寺をその経済をも含め把握・統制しようとする傾向は
あるものの、そこに私寺の建立を禁止しようとする意図は見い出せ得ない。霊亀二年（716）から天平
七年（735）にわたる私寺併合令にしても、私寺の建立を抑制こそすれ、その行為自体を禁じてはい
ない。
『日本書紀』大化元年八月癸卯〔八日〕条
　　詔日。……凡自天皇至干伴造。所造之寺。不能営者。朕皆助作59）。
　　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　ニ　　　　　　　ー　　　　　V　　　　　　　　　　　レ〆　　レ
とある政府の造寺奨励の方針は、私寺併合令⑳に於いても、「詔日。……庶幾。同力共造。更興頽法。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　ー
として基本的に受け継がれているのである。私寺は、併合されたり、或るいは、定額寺に指定された
り、国分寺に転用されたりして官寺制度の中に吸収される型で制度的統制を受けつつも、その存続な
いし新規建立を認められていたのである60）。このことは、考古学的にも数多くの寺院趾の発掘により
立証される所でもあるが、それは、造寺の弊害を訴えた宝亀十一年（780）十二月甲午〔四日〕勅
　②勅左右京。今聞。造寺悉壊墳墓。採一用其石。非唯侵一驚鬼神。実亦憂一傷子孫。自今以
　　　二　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　V　　　　　　　　ニ　　　　　ー　　　　　ニ　　　　　　　　ー　　　　　三　　　　　ニ　　　　　　　　ー　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　ー
　　後。宜加禁断。　　　　　　　　　　　　　　　　　（『続日本紀』）6D　　　　　t！　　ニ　　　　　ー
に於いても同様であった。即ち、ここでは、造寺に伴なう弊害を禁断しつつも、造寺自体を禁止して
いない。私寺の建立が禁止されるのは、これから三年後の延暦二年（783）、私寺建立禁止令を以て初
めてであると言わねぽなるまい。
　従って、私寺建立禁止令とは、家永・中川両氏が指摘するごとく、律令政府の対私寺政政の一大転
換を成すものと評価されるぺきものなのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－186一
お　わ　り　に
　さて、本稿は、私寺建立禁止令に関し、同令が、
　　〔1〕霊亀二年（716）から天平七年（735）の私寺併合に関する法令を先r制」として発布された
　　　ものであること
　　〔2〕律令政府にとって従来、僧尼建立を除き、認めていた私寺の建立を禁制するという、対私寺
　　　政策の一大転換であったこと
を述ぺてきた。
　では、私寺建立禁止令の法意は、どの程度の効力を持ったのであろうか。
　先ず、その第二義的法意である既存私寺の新規の土地集積の禁断は、平安京遷都を契機にその翌延
暦十四年（795）に、それ自身を本旨とした⑪として再度発令される。その際、私寺建立禁止令に反
する土地集積は、既存分に限るも「子細勘録附使申上」することで是認されている。結局の所、私
寺建立禁止令の第二義は順守されなかったと言わねぽなるまい。
　問題は、第一義の私寺建立の禁断である。
r扶桑略記』延暦廿三年是年条に、
同年。官符云。東山清水寺。右大臣宣。奉勅。件寺地殊賜参議従三位坂上大宿祢田村麿。永
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b！　　　　　　　　　　　　　　　　ニ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー
為私寺。国宜承知。依宜行之。符到奉行。……
　二　　　一　　　　　　　　　　レ！　　　レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔東・西寺〕
清水流記云。有一勅。除一官寺あ。諸建立寺皆悉破却。寄二附東大寺＿・袋田村麿卿奏二聞公家∫
賜官符。62）
とあり、私寺建立の禁断が、「破却」という強行手段を以て撤定されたことが窺える。史料の信愚性
からして、既存寺院までも破却したとは思えないものの、私寺建立禁止令の第一義がある程度強固に
執行されたと考えることは出来よう。しかし、それと同時に清水寺のごとき例外があったこともわか
る。この様な例外は、『類聚国史』第百八十（諸寺）に藤原朝臣清河の家を寺とした済恩院を初期の例
として、正史に載るものが少なくない。その中で、注目すべきは、山城国賀茂社神戸百姓建立の岡本堂
が、天長十年（843）に特に再建を許される以前に検非違使に殿廃されていることと63）、貞観四年（862）
に「違国家之制」つつも特に許された伴善男の報恩寺が、同八年（866）応天門の変で善男が配流さ
れた後、柏原山陵兆域内にあることを理由に移却されたこと64）である。前者の穀廃は建立者が神戸百
姓である故であり、一方、後者の移却は一兆域内に在るのは建立立初よりの事情である以上一善
男が権勢を失し庶人と化したからに他ならない。
　私寺建立を禁止する姿勢は、前出『日本三代実録』貞観五年九月六日条（①）に、律師真紹牒が「私
立道場者。格式之所禁」とするごとく後代まで存続する。しかし、結局の所、田村麿・善男・神
　ニ　　　　　－　　　　　　　　　　　　レ
戸百姓の例に見るごとく、私寺の建立が認められるか否かは、私寺建立禁止令の法意とは別に、建立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一187一
者周囲の事情によるものであったと言えるのではなかろうか。それはともかく、十世紀にもなると、
平安京近辺に諸寺が乱立することが実態なのである65）。
　以上、稿を閉じるに際し、私寺建立禁止令のみに固執し、同令を桓武朝の諸法令との関係、延いて
は、桓武朝の性格の中で把握する作業を行なっていないことに気付く。その点を反省しつつ、今後の
課題としたい。先ずは、諸家の叱正を仰ぐ次第である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔註〕
1）　『新訂増補国史大系　類聚三代格』595頁。
2）　氏寺建立禁止令とも称されるが、後代僧侶建立の寺院も多く出現し、その場合「氏寺」の表現が不適当な
　ので、本稿では表題のごとくする。この場合の「私寺」は「官寺（含定額寺）」と対をなす語として扱う。
3）　拙稿「奈良時代の定額寺制度について一一寺院墾田との関連で一」（「日本宗教史研究年報」7）。以下、
　前稿と称する。猶、前稿では、「官寺」の広狭二義性にふれ、大寺・国分二寺一狭義の「官寺」、大寺・
　国分二寺・定額寺（含有封寺）一広義の「官寺」と定義した。本稿で用いる「私寺」は註2）のごとく広義
　　「官寺」に対置する意味である（179頁図参照）。
4）『新訂増補国史大系続日本紀』493頁。
5）　『新訂増補国史大系　弘仁格抄』16頁。
6）　『新訂増補国史大系　類聚三代格』603頁。
7）　『日本思想大系　律令』217頁。猶、大宝令とは文言に相違がある可能性もあるが本旨は同様である。
8）　『日本思想大系　律令』221頁。猶、大宝令文では「園宅」の語が無い可能牲があるが、その場合でも「園
　宅」の「私畜」は認められるものではない。
9）　『日本思想大系　律令』245頁。猶、大宝令文では「田」の語が無い可能性があるが、その場合でも「田」
　の，「捨施」「売易」は認められるものではない。
10）　『新訂増補国史大系　続日本紀』186頁。
11）　『新訂増補国史大系　続日本紀』187頁。
12）　西口順子「定額寺について」（「史窓」24）等。
13）　一般的な理解と言え、歴史学研究会編『新版日本史年表』等年表類にも多く採用されている。
14）　『大日本古文書　正倉院編年文書』25巻603頁。
15）　『類聚三代格』所収宝亀11年12月14日太政官符、『弘仁格抄』所収同日太政官符、『続日本紀』同日条の例
　等（186頁参照）。
16）　太政官符の作成手続きに関しては、早川庄八「太政官処分について」（弥永貞三先生還暦記念『日本古代
　の社会と経済e』）、山田英雄「奈良時代における太政官符について」（坂本太郎博士古稀記念『続日本古代
　史論集㈲』）等参照。『類聚三代格』が編纂時点で既出の太政官符の文言の省略・削除を行なっていることに
　関しては、吉田孝「類聚三代格」（『国史大系書目解題㈹』）を参照。
17）中川修「律令体制の再編一班田農…民の階層分解と私寺建立一」（「竜谷史壇」73・74）は、④・◎よ
　　り、当初は畿内対象で後に全国対象とする。一案であるが、目下の所本文のごとく理解しておく。
18）速水侑「定額寺の研究」（「北大史学」6）
19）特に「制」に言及していないものをも含め論旨から判断するに、
　　㊧説一竹内理三「寺院貴族化の一段階」（同r律令制と貴族政権（ll）』）、零石村喜英「定額寺の牲質とそ
　の始源について」（「日本歴史」164）、速水前出論文、舟ケ崎正孝「定額寺制と地方の仏教」（同『日本庶民
　宗教史の研究』）、平岡定海「定額寺考」（「大手前女子大学論集」1）等。
　　⑯説一串西口前出論文、＊宇佐美正利「定額寺の成立と変質」（下出積與編『日本史における民衆と宗教』）。
　但し、前者は官人百姓条と天平18年禁制（⑪と①）を一連のものとして「制」に充て、一方、後者は⑪に触
　れるものの「制」を①としている。
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　　◎説一辻善之助『日本仏教史』第一巻上世篇第二章第三節及び同篇第四章第一節、零吉田一彦「僧尼令の
　運用と効力」（速水侑編『論集日本仏教史』2）等。
　　㊧説一井上光貞『日本古代の国家と仏教』前篇第二章第一節及び同篇第四章第一節。
　　⑱説一串中川修「平安初期の仏教と律令政治の変質一私寺建立禁止令の評価をめぐって一」（龍谷史
　壇」71）・前出論文（註17）。
　　㊧説一＊中井真孝「定額寺私考」（笠原一男博士還暦記念『日本宗教史論集e』。等の諸氏論考がある（＊
　は特に「制」に言及したもの）。
20）　定額寺制度の始源や定義に関する私見は、前稿で述ぺた。
21）　⑪説の場合、西口・宇佐美両氏とも「私自営作」の意味を解釈していないので、両氏が「営作」を建立と
　理解している可能性もある。しかし、その場合には④と㊥の関連及び、「私自営作」と「先既立制」の関連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ　が不明となる。
22）　六国史に於いて、制が具体的な法令を指す場合にその法令が詔・勅・太政官論奏・太政官処分等であるこ
　とに関しては、早川庄八「制について」（井上光貞博士還暦記念『古代史論叢㈲』）参照。猶、『続日本紀』
　には、⑬を含め「制」が85例載る。この内、霊亀元年五月甲午〔十四日〕条の「先制」が賦役令調庸物条を、
　天平十三年二月戊午〔七日〕条の「明制」が厩庫律官私馬牛条を指すとの説があるが、前者は同日条の内容
　からして「先制」が調庸物条の一部と類似することが推測出来るに留まり、一方後者は正しくは天武四年四
　月庚寅〔十七日〕詔（『日本書紀』）を指している。従って、『続日本紀』の「制」は、⑧を含め律令法を指
　すものはないと言える。
23）　『新訂増補国史大系　日本三代実録』117頁。
24）「道場」とは、非寺院条に見るごとく非公認の寺院（官の名簿に載らないもの）を指すことが主であるが、
　「定額寺」が「定額道場」と同一である例（『貞観交代式』所収嘉祥二年閏十二月五日太政官符）から知れる
　ごとく公認寺院を指す場合もある。従って、私寺建立禁令令の文言より、「定額寺」＝公認寺院に対して「道
　場」＝非公認寺院、という図式を抽出することは出来ない。
25）　これら非公認私寺は、公認され官の寺籍簿に載ると額題下賜と寺田施入を受ける。また、『出雲国風土記』
　の新造院を額題を下賜される以前の非公認寺院とする理解が一般にあるが、新造院は本文で例示した道場・
　堂・山寺・院とは一線を画すものである。この点に関しては、瀧音能之「古代出雲の寺と新造院」（民衆史
　研究会編『民衆生活と信仰・思想』）及び前稿を参照されたい。
26）
27）
28）
29）
30）
31）
32）
『新訂増補国史大系　続日本紀』65頁。
r新訂増補国史大系　続日本紀』86頁。
『新訂増補国史大系　交替式』48頁。
『新訂増補国史大系　続日本紀』138頁。
『寧楽遺文㈲』884頁。
註26）に同じ。
私寺併合令に関しては、佐久間竜「律令国家の氏寺対策」（仏教史学会編『仏教の歴史と文化』）及び前稿
　を参照されたい。
33）　『続日本紀』天平勝宝元年四月甲午朔条及び同年七月乙巳〔十三日〕条。猶、前稿で述ぺたごとくこの時
　認められた寺院墾田の集積に関しては、官人百姓条が適用されず、買得や寄進を受けてのものが許容され
　た。
34）　この時期に私寺の荒廃化が進んだことは、⑰天平宝字三年六月廿二日太政官符（『類聚三代格』）が伝えて
　いる。
35）　道鏡政権下に開墾が禁断された際にも、官寺の寺院墾田は例外的に許可されており（『続日本紀』天平神護
　元年三月五日条）、寺院の合法的な土地集積も盛んであった。猶、道鏡政権下に寺院へ（名目的な）墾田寄進
　が行なわれたことに関しては、岡田隆夫「栄山寺領の形成過程」（井上光貞博士還暦記念『古代史論ueCF）』）、
　宮本救「八・九世紀における散田について」（「続日本紀研究」5－6）が具体例を指摘している。又・道鏡政
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　権以後も私寺建立が盛行したことは②『続日本紀』宝亀十一年十二月甲午〔四日〕条等が伝えるこごとくで
　ある。
36）　『続日本紀』延暦二年十二月戌甲〔六日〕条、及び、『類聚三代格』所収同年同月五目太政官符。
37）　『続日本紀』延暦三年十二月庚辰〔十三日〕条。
38）　私寺建立禁止令発布の契機が長岡京遷都にあることは、井上満郎「長岡京時代の政治と経済」（朝日カル
　チャーブックス41、中山修一編『よみがえる長岡京』）及び同「長岡京と寺院」（中山修一先生古稀記念『長
　岡京古文化論叢』）が指摘する。
39）　この既存の「寺」が、私寺だけを示すか、官寺（含定額寺）をも含むかは問題となる。即ち、私寺建立禁止令
　後及び同令を受ける⑪の後に、これら官寺の田宅園地の買得・被寄進を示す史料が多くあるのである。恐ら
　く、天平勝宝元年の寺院墾田所有許可が同時に官寺を田令官人百姓条の対象外としたことは、私寺建立禁止
　令以後も同様であったと考えられる。この点は、官省符庄の成立とも関連するが、後日を期すこととする。
40）　井上（光）前出著44頁。
41）　井上（光）前出著87頁。
42）　中川前出論文（註19）。
43）　家永三郎『上代仏教思想史研究』201頁。
44）　本文（一）～㊨の中川説は、前出註17）論文・19）論文、相方に亘るものを便宜的に並ぺ替え箇条書きしたもの
　である。
45）吉田前出論文。
46）　『新訂増補国史大系　日本書紀（後篇）』351頁。猶、解釈は、田村円澄「行基と僧尼令」（同『日本仏教史
　（2）』）に依る。
47）　私寺建立禁止令の対象は官人層が主である。従って、中川説㊨は成立しない。
48）　『新訂増補国史大系　政事要略』392頁。
49）　中川説㈲は、私寺建立禁止令により、非寺院条が俗人にも適用されたとするが、同令と同条は関連するも
　別件と理解すべきである。）））））））））））??????『新訂増補国史大系
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類聚三代格』115頁。
日本書紀（後篇）』222頁。
　　僧尼の私寺建立のみは、非寺院条で禁じられていたが、同条古記に「別立道場。聚衆教化。謂行基大徳
　行事之類是。」とあり、行基の活動の公認と共に許容的傾向が現出したと思われる。この点を考慮すれば、
　私寺建立禁止令が言外に非寺院条を喚起させたと考えることは肯定出来よう。
61）　『新訂増補国史大系続日本紀』465頁。猶、『類聚三代格』同日太政官符は、全国対象のものとする。
62）　『新訂増補国史大系　扶桑略記』119頁。猶、関連史料に、延暦廿四年十月九日太政官符（『平安遺文』二七
　号）、弘仁元年十月五日勅（辻前出著246頁）がある。また、「東大寺」が正しくは東西二寺であることは、
　赤松俊秀「初期の東寺」（「仏教芸術」47）参照。　　　　　　　　　　　．
63）　『続日本後紀』天長十年十二月朔条。
64）　『日本三代実録』貞観四年十月七日壬寅条、同九年十二月十八日癸未条。
65）たなかしげひさ「10世紀の平安京内外の諸寺」（「日本歴史」267）。
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